
■主要取扱業種 

※検索条件に加えたい小分類をチェックしてください。複数の項目をチェックした場合は「AND」検索になります。 

 

大分類 小分類 

Ａ 農業 □ 農業 

Ｂ 林業 □ 林業 

Ｃ 漁業 □ 漁業・水産養殖業 

Ｄ 鉱業 □ 鉱業 

Ｅ 建設業 □ 総合工事業 □ 設備・職別工事業 

Ｆ 製造業 

□ 飲食料品等製造業 □ 繊維・衣服等製造業 □ 木材・木製品・家具等製造業 □ 

パルプ・紙・紙加工品製造業 □ 印刷・同関連業 □ 化学工業 □ プラスチック・

ゴム製品製造業 □ 非鉄金属・金属製品製造業 □ 機械器具（電気・情報通信機械・

電子部品・精密機械等含む）製造業 □ その他の製造業 

Ｇ 電気・ガス・熱供給・水道業 □ 電気・ガス・熱供給・水道業 

Ｈ 情報通信業 
□ 通信・放送業 □ 情報サービス・インターネット付随サービス業 □ 映像・音声・

文字情報制作業 

Ｉ 運輸業 
□ 鉄道・航空運輸・水運業 □ 道路旅客・貨物運送業 □ 倉庫業 □ 運輸付帯サ

ービス業 

Ｊ 卸売・小売業 

□ 繊維・衣服等卸・小売業 □ 飲食料品卸・小売業 □ 建築材料・鉱物・金属材料

等卸・小売業 □ 自動車・自転車卸・小売業 □ 家具・什器・機械器具卸・小売業 □ 

医薬品・化粧品卸・小売業 □ その他の卸・小売業 

Ｋ 金融・保険業 
□ 銀行その他金融機関 □ 貸金業・投資業 □ 証券業・商品先物取引業 □ 保険

業（保険媒介代理・保険サービス業含む） 

Ｌ 不動産業 □ 不動産取引（売買・仲介等）業 □ 不動産賃貸業・管理業 

Ｍ 飲食店・宿泊業 □ 一般飲食店 □ 遊興飲食店 □ 宿泊業 

Ｎ 医療・福祉 □ 医療業・保険衛生 □ 社会福祉・介護事業 

Ｏ 教育・学習支援 □ 学校教育 □ その他の教育・学習支援業 

Ｐ 複合サービス事業 □ 郵便局・協同組合（他に分類されないもの） 

Ｑ サービス業（他に分類されないもの）

□ 専門(資格士業)サービス業 □ 洗濯・理容・美容・浴場業 □ 娯楽業 □ 自動

車整備業・機械等修理業 □ 物品賃貸業 □ 広告業 

□ 政治・経済・文化団体 □ 宗教 □ その他のサービス業 

Ｒ その他 □ 給与所得者 □ 年金受給者 □ その他 

 ※日本標準産業分類を基本として産業別表示をしています。 

■主要取扱業務 

※検索条件に加えたい小分類をチェックしてください。複数の項目をチェックした場合は「AND」検索になります。 

大分類 小分類 

税務代理は申告、申請、税務調査立会い、請求、異議申立て及び不服申立て等を示す。 

個 人  税務代理・書類の作成・相談 □ 所得税（譲渡所得税以外） 

 □ 譲渡所得税 

 □ 相続税 

 □ 贈与税 

法 人  税務代理・書類の作成・相談 □ 法人税 普通法人又は協同組合等 

 □ 法人税 医療法人 



 

 □ 法人税 社会福祉法人 

 □ 法人税 宗教法人 

 □ 法人税 学校法人 

 □ 法人税 社団・財団法人 

 □ 法人税 ＮＰＯ法人 

 □ 法人税 連結法人 

個人法人共通 税務代理・書類の作成・

相談 
□ 消費税 

 □ 酒税その他の国税 

 □ 地方税（住民税、事業税、事業所税、固定資産税）、その他の地方税 

 □ 年末調整事務及び法定調書の作成 

 □ 源泉所得税 

 □ 電子申告 

 □ 計算事項、審査事項等を記載する書面の作成（税理士法第 33 条の２） 

会計業務 □ 記帳指導 

 □ 記帳代行業務 

 □ 決算書、収支計算書等財務諸表の作成 

 □ 給与計算業務 

 □ 固定資産台帳等の作成 

経営相談等 □ 経営に関する相談 

 □ 独立、開業、法人設立等創業に関する相談 

 □ 事業承継に関する相談 

 □ 経理システム(帳簿組織)に関する相談 

 □ 内部統制制度に関する相談 

 □ 企業再生・再編成・Ｍ＆Ａに関する相談 

 □ 国際取引・移転価格に関する相談 

公益的業務等 □ 裁判における補佐人（税理士法第２条の２業務） 

 □ 外部監査人 

 □ 成年後見人 

 □ 現物出資等に係る財産価格の証明 

 □ 登録政治資金監査人 

 □ 会計参与 


